








































　第 48 条は、安全保障理事会の第 7 章に基づく決定を履行する加盟国の義務について規定す
る。すなわち、国際の平和及び安全の維持のための安全保障理事会の決定はすべての加盟国
を拘束し、加盟国は自らの行動を通してそれを履行する義務を負う、と定める。それゆえ、









　ダンバートン・オークス会談では、『提案』の第Ⅷ章 B 節 7 項、すなわち、安全保障理事会
が決定した強制措置をどの加盟国が具体的に履行するのか決定する権限を安全保障理事会に
与える規定（現在の第 48 条）については容易に合意が成立した。（5）会談で多少の議論がなさ
れたのは、現在の第 49 条及び第 50 条にあたる規定を『提案』の中に含めるか否かに関して
であった（本コンメンタール「第 49 条」の章参照）。ダンバートン・オークス提案の第Ⅷ章






　第Ⅲ委員会の第 3 小委員会において、第 48 条の中に、第 43 条への明示的な言及を挿入し、


























行為に対して「有効な集団的措置をとること」（1 条 1 項）の決定であり、典型的には、第 41
条及び第 42 条に基づく「強制措置」をとることの決定である。ここにいう「安全保障理事会
の決定 decisions」は、もちろん、第 25 条にいう、加盟国が「受諾し、かつ履行することに同
意」した「決定」であり、安全保障理事会の「勧告」とは区別され、国連のすべての加盟国
を拘束する。この意味において、第 48 条は、第 25 条と直結しており、第 25 条の下で国連加
盟国が負っている一般的な義務を、第 7 章の文脈において改めて確認したものといえる。（13）

















48 条の中に第 43 条への明示的な引照を挿入するというチリの提案が撤回されたのは、既に見
たように、第 48 条が非軍事的措置をもその範囲に含めているというアメリカの説明に納得し
たからであった。このように加盟国の安全保障理事会への兵力提供義務がただ第 43 条に基づ








それに先行する諸条項（第 43 条乃至第 47 条）に含まれている制限によってすでに制約され
ている。換言すれば、第 48 条に基づき、加盟国は、安全保障理事会の決定した軍事的措置
（第 42 条）への参加が義務づけられるが、その軍事的措置は、憲章上、第 43 条乃至第 47 条
に規定する形で実施することが求められているのである。これが、少なくとも起草過程から
支持される第 48 条の読み方であると言えよう。したがって、バウエットが述べるように、第
48 条が（第 43 条以下から切り離されて）国連軍創設のための単独の憲章的基礎と見ることは





連は、1960 年 7 月 13 日のコンゴ国連軍（ONUC）創設決議に関連して、第 48 条にいう「安
全保障理事会の決定」が第 43 条に基づいて締結される特別協定を基礎としてのみ履行されう
るという見解を示した。（21）





りわけ第 41 条又は第 42 条に根拠をもつ「安全保障理事会の決定」の執行にのみ関係してい
るのであり、強制措置のための独立した根拠規定として見なすことはできないとする否定論
が主張された。（22）他方では、第 43 条の特別協定が締結されていない状況において、第 42 条
が単独で国連加盟国による武力行使をオーソライズする根拠規定として用いられうると主張
する学説が、自らの立場を補強するために、第 48 条を援用した。（この見解については、詳
しくは、「第 42 条」の章参照。）さらには、第 48 条が、単独で決議 678 の根拠規定であると
する学説も存在する。（23）（ここでは、この説だけを簡単に見ておくことにする。）この説の提
唱者（TonoEitel）によると、第 42 条は、単独では決議 678 の根拠規定となりえない。（こ
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ることは不可能である。一方、第 42 条第 2 文は、「この行動は、国際連合加盟国の空軍、海
軍または陸軍による…行動を含むことができる」と規定する。この規定を、決議 678 の根拠
規定として見ることは可能か。Eitel は、これを否定する。第 2 文は「含むことができる」と
述べているのであり、彼によると、この「包含」の概念の根底にあるのは、安全保障理事会
の「行動」における加盟国軍隊の補助的使用
4 4 4 4 4
であって、その排他的使用
4 4 4 4 4
ではない。この点で、




してはいない。）たしかに、第 48 条を、第 43 条乃至第 47 条の「実施に関する但し書き規定
（executive proviso）」と見る立場が有力である。しかし、この解釈論は、彼によると、次の
点を見落としている。すなわち、第 43 条では、加盟国が自国の軍隊を国連の指揮の下に置く
のに対して、第 48 条では、加盟国が自ら措置をとるのである。この 2 つの道は両立できない
ものであって、かくして、第 43 条と第 48 条は、（相互に独立した）二つの選択肢と見るべき










大略このように Eitel は論じて、「もしも我々が第 48 条を決議 678 の憲章法的基礎として受諾
するのであれば、それ以上なんら補足的な解釈を必要としない」と結論する。（26）
　第 48 条の文言及び立法過程から見て Eitel の議論を支持することはできないと考えるが、（27）
ここでは、これ以上深入りせず、決議 678 との関連で、次のように論点を整理しておくにと
どめる。（詳しくは、本コンメンタール、「第 42 条」の章参照。）湾岸戦争は、憲章第 43 条
（特別協定）も第 47 条（軍事参謀委員会）も全く機能していない状況で勃発した。そのよう




数はこのような見解を採っていた―、第 42 条を、第 48 条 1 項の規定とあわせ読むことに







イズされたのである（第 48 条 1 項及び第 42 条第 2 文）。
（二） 本条の下での安全保障理事会の権限―「安全保障理事会が定めるところに従って」、
「加盟国の全部又は一部によって」―
（1）安全保障理事会は、第 41 条または第 42 条に従って強制措置をとるという「決定
（decisions）」をなした後に（第 39 条後段）、まず、その決定を履行するのに必要な「行動」
が、どの加盟国によって、どのような態様でなされるのか「定め（determine）」なければな
らない（第 48 条 1 項）。次に、この「定めるところに従って」、当該加盟国に対して、そのよ
うな行動をとるように、第 41 条または第 42 条に従って「要請する（calls upon）」。（第 41 条
は、明確に、安全保障理事会が、その決定を実施するために、兵力の使用を伴わないいかな
る措置を使用すべきかを「決定する」ことができ、かつ、この措置を適用するように加盟国
に「要請する（call upon）」ことができる、と規定する。第 42 条の文言には、この「要請」






























この意味において、本条は、第 50 条とも関連する。第 50 条は、加盟国に対して、経済的な
理由に基づく強制措置への不参加を申し立てる権利を認めている。（36）


















































（4）国連の実践において、第 48 条は、国連の平和維持活動（いわゆる PKO）の合憲章性を
めぐっての議論において、第 11 条 2 項や第 43 条とともにしばしば引用された。（45）たとえば、
















こういった問題は、すべて、第 11 条 2 項、第 43 条及び第 48 条の規定に基づき、安全保障理





い。第 43 条または第 48 条に従ってなされた決定を含めて、安全保障理事会の決定が国連に
責任を課し、そして、それが事務総長による履行を必要とするときには、常に、それに要す
る経費は、第 17 条 2 項の意味での「この機構の経費」を構成するであろう。さらに、第 17
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めて）が、国連加盟国がその構成員である限りにおいて、第 48 条 2 項の適用を受けるであろ
う。（54）
　これら国際機関の中でも国際の平和と安全の維持の問題にかかわりが深いのは地域的機関
であるが、地域的機関のこの分野での役割については、第 8 章とくに第 53 条で規定されてい
る。これに対して、同じ国連ファミリーに属する専門機関が、国連の集団安全保障システム
とどのような関係を持たされるのかについては、憲章中にとくに明文の規定がない。その意








国連加盟国が、第 48 条 2 項に基づく義務を履行して、それぞれの専門機関の内部において、
安全保障理事会の決定にその専門機関が参加するように行動することである。（56）
（四）国際連合の実践





























48 条 2 項に基づき、国連加盟国である銀行または基金の加盟国が、加盟する適当な専門機関
における行動によって安全保障理事会の決定を履行するという義務を負っていることに留意





能となった。その実例としては、朝鮮戦争の時の安保理決議 85（第 4 項）（1950）、コンゴ動
乱の時の安保理決議 145（第 4 項）（1960）、また、南ローデシアの事態に第 41 条に基づく制
裁が適用された安保理決議 232（第 8 項）（1966）、決議 253（第 8 項、第 9 項）（1968）、決議
277（第 15、16 及び 23 項）（1970）など、湾岸戦争に際してイラクに第 41 条を適用したとき



















するために、措置を執ることに同意する」（第 4 条 1 項末文）。








協定を承認する」ことが求められた（経済社会理事会決議 363（XII）、（1951 年 3 月 14 日））。（64）
事務総長の要請に応じて、いくつかの専門機関は、「平和のための結集」決議に基づいてと
られるいかなる措置にも協力することを約束した決議を採択した。（65）たとえば、世界銀行






































も（憲章第 48 条 2 項）、世銀自体は、最終的な決定の権利を保持していることを確認すると
ころにあった、と。（73）









い。（75）さらに、連携協定第 6 条 1 項の下で、世銀が、その活動の遂行において、平和と安全
の問題に関する安全保障理事会の決定に妥当な考慮を払う義務を負ったことは明白である。
そして、この「妥当な考慮」は、憲章第 41 条及び第 42 条に基づく安全保障理事会の決定に
限定されるのではなく、「平和のための結集」決議に従ってなされた総会の勧告決議にも及ぶ
ものである。このことは、①連携協定第 4 条が、国連の総会や理事会の「勧告」にも世銀が
考慮を払うものと定められていることと、②さらに、1951 年 9 月 13 日の決議によって、世銀
自らが、「世銀は、その活動の遂行にあたり、平和のための結集決議に従ってなされた国連総
会の勧告に妥当な考慮を払う」ことに同意したことから支持される、と。（76）
　この論争についてどのように評価すべきであろうか。連携協定第 6 条 1 項は、世銀に対し
て、①国連憲章第 48 条 2 項に基づき、国連加盟国である銀行の加盟国が、銀行における自ら
の行動によって、安全保障理事会の決定を履行する義務を負っていることに「留意（テーク・





らかになろう。しかし、それにもかかわらず、この第 6 条 1 項の規定を全体的に眺めるとき、
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